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平成 30 年 5 月 8 日 

各 位 

 

会 社 名 ティアック株式会社 

代表者名 取締役社長 英 裕治 

（コード番号  6803  東証第１部） 

問合せ先 取締役 野村 佳秀 

 （TEL 042－356－9178） 

 

事業譲渡の合意に関するお知らせ 

 

当社は、平成 30 年 5 月 8日開催の取締役会において、当社とオンキヨー株式会社（コード番号：6628、

東証JQS）の合弁会社であるティアックオンキヨーソリューションズ株式会社（東京都多摩市、代表取

締役社長 松本友伯、以下「譲渡会社」）が、フリービット株式会社（東京都渋谷区、代表取締役 田

中 伸明、以下「譲受会社」）へ、介護記録システム事業（以下、「譲渡事業」）を譲渡することを決

議しましたので下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 事業譲渡の理由 

 譲渡会社では、介護記録ソフト（介護施設における個人別介護データの記録）の開発、販売、導

入支援等の事業を携わって来ましたが、当社グループ内の他の事業と要素技術及び顧客面でのシナ

ジーが小さく、今後の当該事業の継続について充分な投資効果を期待しにくい状況にありました。

譲受会社は、“Health Tech”分野において、平成 28 年９月に株式会社フリービット EPARK ヘルス

ケア（以下、「フリービット EPARK ヘルスケア」）を子会社化するなど、インターネットテクノロジ

ーを活かした事業規模を拡大しており、譲渡事業と高いシナジー創出が見込めるため、譲渡の合意

に至りました。 

  

２． 事業譲渡の概要 

（１） 事業内容 

 介護施設向け介護支援システムの提供 

 

（２） 経営成績 

 平成 29 年 3月期 平成 30 年 3月期（見込み）

売上高 155 百万円 185 百万円

 

（３） 資産・負債額（平成 30年 3 月 31 日現在 見込み） 

資産 負債 

項目 帳簿価格 項目 帳簿価格 

売掛金 12 百万円 買掛金 9 百万円

 

（４） 譲渡価額及び決済方法 

 譲渡金額： 363 百万円 

決済方法：事業譲渡日に現金決済を行う予定です。 

 

 (注) 本譲渡は、譲渡会社にとって会社法第 468 条第２項に定める略式事業譲渡、譲受会社に

とって簡易事業譲渡であります。 
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３． 譲渡会社の概要 

(1) 名称 ティアックオンキヨーソリューションズ株式会社 

(2) 所在地 東京都多摩市落合 1丁目 47 番地 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 松本 友伯 

(4) 事業内容 

・システムコンサルテーションサービス 

・システムインテグレーションと各種導入支援サービス 

・介護記録パッケージソフトの開発・販売・保守 

・システムの受託開発 

・システムの運用保守サービス 

・サーバ、ＰＣ及びネットワーク機器の販売 

(5) 資本金 90 百万円（2018 年 3月 3１日現在） 

 

４． 譲受会社の概要 

(1) 名称 フリービット株式会社 

(2) 所在地 東京都渋谷区円山町３番６号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 田中 伸明 

(4) 事業内容 

・ブロードバンド事業 

・モバイル事業 

・アドテクノロジー事業 

・クラウド事業 

・ヘルステック事業 

(5) 資本金 45 億 14 百万円（2017 年 4 月 30 日現在） 

(6) 設立年月日 平成 12 年 5月 1日 

(7) 純資産 11,251 百万円（2017 年 4 月 30 日現在） 

(8) 総資産 25,597 百万円（2018 年 1 月 31 日現在） 

(9) 大株主及び持株比率 

石田宏樹              14.96％ 

田中伸明              11.11％ 

ｶﾙﾁｭｱ･ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽ･ｸﾗﾌﾞ株式会社    10.67％ 

株式会社光通信           9.23％ 

株式会社ソウ・ツー         2.13％ 

株式会社インフォサービス      2.11％ 

（2017 年 10 月 31 日現在）

(10)
上場会社（当社）と 

譲受会社の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関係当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

５． 日程 

(1) 
事業譲渡に係る 

取締役会決議日 
平成 30 年 5月 8 日 

(2) 事業譲渡契約締結日 平成 30 年 5月 8日 

(3) 事業譲渡日 平成 30 年 6月 1日（予定） 
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６． 今後の見通し 

 当期（平成 31 年 3 月期）の当社連結業績予想は、5月 11 日開示予定の決算短信に記載いたしま

すが、本件の業績に与える影響は個別開示項目（国際会計基準）として計上する予定です。影響額

につきましては精査の上、後日お知らせいたします。 

以 上 
 


